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６次産業化推進事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ ふくいの農業基本計画、福井経済新戦略 ○ ○ H24 8 110,631 110,631 ○

ふくいの地場産学校給食推進事業 継続 政策的経費 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ 第２次　ふくいの食育・地産地消推進計画 ○ ○ H30 2 10,077 10,077 ○ △ 1,112

2 2 120,708 110,631 10,077 1 1 △ 1,112

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

平成
３１年度
予算額

 財源内訳

平成３０年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 食料産業振興課 （単位：千円）



課長名

■ ■ H24 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 8 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

直営、補助

前事業の有無・実績

事業名

（実績）

国３／１０、１０／１０

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点

・６次化新商品開発数　２３商品（見込み）
・６次化新商品販売額　３．３億円（見込み）
・いちほまれの食卓を彩る食品の開発　入賞商品７点
・補助事業件数(県単)　ソフト５件、ハード３件
　　　　　　　(国庫)　ソフト２件、ハード１件

・加工施設の整備支援の増

市町との連携状況

事 業
区 分

事業主体

補助率

自 治 事 務

法 定 受 託 事 務

農林漁業者

整理統合 □ 廃止

□

■ 継続 □ 完了

□ その他

６次産業化推進事業

補 助 金 H31

実行予算

そ の 他

［事業目的］

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

関連する県の計画等
ビジョン  〔

政　　策  〔

元気な産業

「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ
〔 〕ふくいの農業基本計画、福井経済新戦略

事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

課名

事業実施方法

事業評価

縮減

区分 岡本吉央食料産業振興課農林水産部部局名内シーリング政策的経費経費区分継続

［想定される受益者数］ 約３万人

事 務
区 分

拡充 □ □ 終期の見直し 見直し額

□ 休止

・少額の事業については市町単独事業で対応。またハード整備
　事業は県と共動で対応するため、市町への間接補助で実施

　ふくいのブランド品目や地域の特産物を、一次生産だけでなく６次産業化により付加価値を高めて県内外にアピールするため、生産者、商工業者、関係機関が連携
して商品開発・販売を行う。

　１　産業・地域の６次化
　　○産業の６次化・・・市町６次産業化推進会議等の開催（実施主体：市町　補助率：１０／１０）
　　○加工施設の整備を支援（実施主体：農林業業者等　補助率：　３／１０）
　
　２　農家等経営の６次化
　　○６次産業化サポートセンターを設置しプランナーを派遣

［受益者］

県、市町、農林漁業者等

□
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課長名

■ ■ H24 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 8 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

29,397 25,125 167,258 37,016

14,790 18,761 138,194 26,745

13,253 16,944 128,883

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(1.7) (2.1) (2.9) (3.3)

1.7 2.3 2.9

(14) (14) (13) (12)

13 8 13

■ 無

□ 有

継続 農林水産部区分 経費区分 政策的経費

６次産業化による新商品
の販売額（億円）

(目標)

実績

事業実施方法 直営、補助

補助率 国３／１０、１０／１０ 法 定 受 託 事 務

事 務
区 分

実績等を踏まえた３１年度の変更点

・加工施設の整備支援の増

目標・指標の考え方・積算根拠

政策合意目標数値

事業主体 県、市町、農林漁業者等

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

［予算額の推移等］ （単位：千円）

前年度までの
主な増減理由

当 初 予 算 額 の 推 移 110,631

補 助 金

区分 一般財源 国庫、その他財源の名称等

予算額

110,631

事業費 国庫 起債

○２７年度　６次産業化サポートセンターの運営費・人件費削減およびサポートセンター主体の研修会回数の見直しによる減
○２８年度　国庫の制度変更による補助率引き下げに伴う減
○２９年度　加工施設および農家レストランの整備支援等による増
○３０年度　加工設備の整備支援の件数・規模減による減

110,631 食料産業・６次産業化交付金、農山漁村６次産業化対策事業補助金

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ３１年度

成果指標

自 治 事 務 実行予算
事 業
区 分

事業
開始
年度

岡本吉央課名 食料産業振興課シーリング 内 部局名

他県の状況

〇新潟県
　・商品開発・販路開拓、施設・設備整備を支援
　・農業者と他業者の連携による戦略策定を支援　等
〇富山県
　・商品開発・販路開拓、施設・設備整備を支援
　・６次産業化とやまの魅力発信事業　等
〇石川県
　・商品開発・販路開拓、施設・設備整備を支援
　・いしかわ百万石マルシェ事業（首都圏での販売会）　等

関連事業の有無・
役割分担

活動指標 補助件数（県）
(目標)

事業名

６次産業化推進事業

区　　　　　　分 ３１年度

H31

そ の 他

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

（役割分担）

実績

その他
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課長名

■ ■ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

ふくいの地場産学校給食推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 農林水産部 課名 食料産業振興課 岡本吉央

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 H32

事業主体 県、市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 県１０/１０ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 「農」・「林」・「漁」業を意欲と誇りの総合産業へ

［事業目的］

　地場産食材の供給円滑化により学校給食における地産地消を推進するとともに、生産者との交流により食育を推進する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔 第２次　ふくいの食育・地産地消推進計画

　１　地場産食材供給の円滑化
　　○県域での活動
　　　・県域推進会議の開催（流通情報交換、県域流通体制の検討）
　　○地域での活動
　　　・地域推進会議の開催（生産、流通、加工に関する情報交換、地域内流通体制の検討）
　　　・地域内外の生産・加工現場の把握

　２　農業体験活動の推進
　　○小学生を対象とした生産者との交流による農業体験支援（実施主体：市町　補助率：１０/１０）

［受益者］ 児童生徒、農業者等 ［想定される受益者数］ ６６，０００人（県内国公立小中学校の児童・生徒数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

・県と市町が連携し、地域内の地場産学校給食に関する情報
　交換、および流通体制構築を検討事業名

・学校給食地場産食材使用率(88品目)　　  43.6％
・生産者等との交流による体験学習の実施　5市町40校

・コーディネーター育成研修会の終了による減 □ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 1,112
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課長名

■ ■ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

11,189

3,513

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(50.0%)

43.5% 44.9% 44.7% 43.6%

■ 無

□ 有

ふくいの地場産学校給食推進事業

部局名 農林水産部 課名 食料産業振興課 岡本吉央

事業主体 県、市町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 H32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

10,077 10,077

県１０/１０ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 10,077

・コーディネーター育成研修会の終了による減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
学校給食地場産食材
使用率(88品目)

(目標) (51.0%)
「第２次　ふくいの食育・地産地消推進計画」（Ｈ２５～３０）における目標値

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

○富山県
　・市町村推進組織を中心とした推進体制の整備と、旬の県産食材を
　　用いた県産給食の実施を支援

○岐阜県
　・県産農産物を使い、地産池消の推進、食の大切さや農業への理解
　　を促進する学校給食の実施を支援

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標)

実績
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